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交通工学研究会では、1996年発行の「コミュニティ・ゾーン形成マニュアル」にはじまり2011年発行の「生活

道路のゾーン対策マニュアル」まで、4冊のマニュアルを出版してきました。この2011年の出版後も、より効果
的で実効性のある対策の導入を目指して生活道路対策は進展していることから、この6年間の最新の制度・取り組
み・知見を広く普及することを目的として、改訂マニュアルを出版することとなりました。 
改訂のポイントは、2011年から推進されている「ゾーン30」、そして2016年に制定された「凸部、狭窄部及び

屈曲部の設置に関する技術基準（以下、技術基準とします）」への適合です。「ライジングボラード」も新たに項
を設けて解説します。その他にも、本書は前マニュアルの構成を踏襲しつつ、全編にわたり内容を精査し大幅に
追記や変更を加えました。ステップにそって対策のプロセスを解説する第Ⅰ部では、ゾーン30や技術基準の解説
や、新たな調査手法であるビッグデータ活用などを追記し、最新の施策に適合した内容となりました。交通規制や
物理的デバイスなどの具体の対策手法の適用や留意点を解説する第Ⅱ部は、ハンプ、狭さく、シケインについて技
術基準に適合した内容とし、あわせて豊富な参考事例やコラムを掲載しました。豊富な事例から対策の実際を紹介
する第Ⅲ部では、追加対策の事例や通学路の取り組みを追加しました。まさに最新の生活道路対策を「基礎から実
践まで」を網羅した一冊となりました。 
技術者・実務者の方はもちろん、生活道路や通学路を守る市民の方まで、幅広く読んでいただけるよう構成を工

夫しております。安心で安全な生活道路の実現にむけ、本書が全国各地で活用されることを期待しています。 
生活道路に関する検討小委員会  委員長 久保田 尚 
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はじめに

1996 年（平成 8 年）にスタートしたコミュニティ・ゾーン事業によって、わが国の生活道路
対策は新たな時代に入りました。そこで打ち出された①対象をゾーンとして捉えること、②道路
管理と交通管理の連携、③市民参加などの理念は、いまでは交通安全対策を進める上での常識と
してすっかり定着しています。

交通工学研究会では、これまで以下の 3 冊のマニュアルを出版し、コミュニティ・ゾーンをは
じめとする生活道路のゾーン対策の推進に努めてきました。
『コミュニティ・ゾーン形成マニュアル』（1996）
『コミュニティ・ゾーン実践マニュアル』（2000）
『コミュニティ・ゾーンの評価と今後の地区交通安全』（2004）
このたび、これまでの取り組みの成果と課題を踏まえ、新しい時代の要請に応えるため、新た

に「生活道路のゾーン対策マニュアル」を出版することといたしました。本マニュアルでは、こ
れまでに取り組まれた優れた事例を紹介するとともに、交通規制や物理的デバイスなどについて
わが国への適用可能性を考慮して紹介しています。

コミュニティ・ゾーン事業のスタートから 15 年を経過した現在、わが国の生活道路対策は格
段の進歩を遂げてきました。ワークショップ方式の定着に伴い、市民の積極的関与はもはや常識
となり、「市民参加」という言葉自体、あまり使われなくなりました。交通シミュレーション、
社会実験など、世界的に見ても優れた仕組みや手法も有しています。ところが、ゾーン対策の実
施事例の数からみると、ゾーン 30 が普及したヨーロッパなどに比べて著しく見劣りすることは
否めません。どうやら、生活道路を改善し、高齢者や子供などが安心して使えるようにするため
の強い意思、そしてそれを実現する仕組みにまだまだ課題があるようです。

本マニュアルでは、その点を強く意識し、とりわけ市民や行政が生活道路対策に着手するため
のノウハウから詳しく解説することとしました。

本書をお読みいただき、一人でも多くの方に、安全で快適な生活道路を取り戻す取り組みを「さ
あ、はじめよう！」と思い、かつ行動していただけることを衷心より期待する次第です。

2011 年 12 月
生活道路に関する検討小委員会

委員長　久保田　尚



改訂にあたって

交通工学研究会では、平成 8 年発行の「コミュニティ・ゾーン形成マニュアル」以来、生活
道路の交通安全のためのマニュアルを継続的に刊行してきました。平成 23 年には、「ゾーン 30」
の登場を見据えた「生活道路のゾーン対策マニュアル」を刊行し、「ゾーン 30」にかかわる交通
規制と物理的デバイスを、市民とともに検討・導入するための手引き書として活用されてきまし
た。物理的デバイス導入事例や「ゾーン 30」指定地区事例を、国内の事例のみで紹介できるよ
うになったのも、生活道路のゾーン対策が一般的な対策となったことを示す一端であると考えて
います。

道路構造令の平成 13 年改正で、ハンプ、狭さく、シケインが認知されました。しかし、そこ
では設計基準などは示されませんでした。したがって、これまでは、交通工学研究会の一連のマ
ニュアルが、これら物理的デバイスの形状や留意点を掲載する参考書籍となってきました。平成
28 年 4 月に公的な基準となる「凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に関する技術基準（以下、技術
基準とする）」が施行され、設置計画や構造などがオーソライズされました。また、海外で普及
している「ライジングボラード」は、新潟市での社会実験成果に基づき「ソフトライジングボラー
ド」として導入されました。このように、この 5 年間で新たな技術基準の策定や対策手法の開発
など具体的な取り組みや知見がさらに蓄積しています。また、「第 10 次交通安全基本計画」の重
点的に対応すべき対象のひとつとして、特に生活道路が位置づけられ、対策のさらなる継続と発
展が求められています。こうした背景から、交通工学研究会は本マニュアルを大幅に改訂するこ
ととしました。

改訂の最大のポイントは、「ゾーン 30」および「技術基準」への適合です。これ以外にも、こ
の 5 年間の変化に応じて、多くを改定しています。特に「ライジングボラード」は、物理的デバ
イスに位置づけるとともに導入事例を紹介しています。「ビッグデータの活用」を中心とした調
査のための新技術も盛り込みました。その他に、通学路対策と生活道路対策との連携事例も紹介
しています。広く全国への物理的デバイスの普及を目指し、特に雪寒地域での留意点も追加して
います。

本書が、生活道路や通学路の安全を守る市民の皆様、自治体職員や警察関係者、および建設コ
ンサルタントの皆様の活動と理想の実現に向けた一助となることを祈念しております。

2017 年 6 月
生活道路に関する検討小委員会

委員長　久保田　尚
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本マニュアルの目的と使い方
本マニュアルは、市民、道路管理者・警察などの行政の担当者に対して、今後の生活道路における
ゾーン対策の基本的考え方と進め方、および具体的な手法に関する情報を提供し、交通の安全性や円
滑性の向上に加え、より良い地区環境の創造に資することを目的として整理したものです。
本マニュアルは、以下の構成としています。

第Ⅰ部：ゾーン対策の進め方

生活道路のゾーン対策の考え方、進め方について、以下の手順で整理しています。
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（1） 自転車通行
（2）  物理的デバイスの看板・

表示
（3）  寒冷地、積雪地、積雪

寒冷地での物理的デバ
イスの設置

（1）最高速度 30km/h の区域規制
（2）大型車等通行止め
（3）歩行者用道路
（4）一方通行
（5）駐車禁止と駐車可
（6）路側帯の設置・拡幅
（7）一時停止規制

（1）ハンプ
（2）狭さく
（3）シケイン
（4）遮断
（5）ライジングボラード

第Ⅱ部：対策手法と留意点

ゾーン対策の手法について、交通規制等と物理的デバイスの特徴、主な組み合わ
せ事例や適用上の留意点を整理しています。

交通規制等
（ソフト的手法）

物理的デバイス
（ハード的手法）

留意点

技術基準
（H28.3）
に適合

第Ⅲ部：生活道路対策の事例

生活道路対策の実施事例について、計画から実施・評価に至るプロセスも含めて
整理しています。

（1）茨城県つくば市
（2）千葉県船橋市
（3）神奈川県綾瀬市
（4）千葉県鎌ケ谷市
（5）東京都文京区
（6）静岡県静岡市
（7）滋賀県栗東市

（1）通学路での生活道路対策
（2）中心市街地の生活道路対策
（3）密集市街地の生活道路対策
（4）観光まちづくりと生活道路対策
（5）バリアフリーと生活道路対策
（6）市民参加と生活道路対策
（7） ライジングボラードを活用した生活道路

対策

生活道路のゾーン対策事例 各種取り組みと生活道路対策
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生活道路や通学路での痛ましい事故のニュースが後を絶ちません。一方、

国では、ゾーン 30 の推進や凸部等設置に関する技術基準などにより、さらに

実効性の高い対策を進めようとしています。こうした動きを踏まえ、生活道

路のゾーン対策をさらに前進させることを目的として、平成 29 年 6 月「改訂 

生活道路のゾーン対策マニュアル」を発行しました。（ISBN978-4-905990-86-4） 

生活道路の安全対策のさらなる普及を目指して、以下のような活動を行っ

ておりますので奮ってご応募いただければ幸いです。 

 

【出前講座の開催】 

前回のマニュアル出版時にも開講しました出前講座を、「改訂 生活道路のゾーン対策マニュアル」

に準拠したバージョンアップした内容で行います。ゾーン 30 導入に係る協議会等での利用のほか、

自治体・警察の新任研修や、町内会・自治会での交通安全対策を考える集まりなど、様々な機会に

ご活用ください。受講者が数人であってもかまいません。生活道路対策の実務に長けた技術者や、

各地で実践的研究をすすめる学識経験者が、全国どこにでも駆けつけて、生活道路のゾーン対策の

考え方の解説、マニュアルの説明、質疑応答をさせて頂きます。 

なお、時期、方法、講師、費用などについては、申し込みいただいてから個別にご相談させてい

ただきます。 

 

 お申込・お問い合わせ 

交通工学研究会 生活道路に関する検討小委員会 担当係 

〒101-0054 東京都千代田区神田錦町 3－23   Tel 03-6410-8717    050-5507-7153 

 

 出版物『生活道路のゾーン対策マニュアル』のお申込み・販売について 

発売：丸善出版 株式会社   http://pub.maruzen.co.jp/  Tel03-3512-3256 

会員の方は、交通工学研究会へご注文願います。 

  




